
 

 

県・市町村間行財政システム改革推進協議会 令和３年度の取組の概要 

 

１ 包括的権限移譲の仕組み(チャレンジ市町村制度)に係るメニュー・リストの更新 
  令和３年１月に実施した「権限移譲希望事務等に関する調査」及び６月に実施し

た「包括的権限移譲に係る対象権限リスト及び権限移譲メニューの見直しに向けた

調査」の結果を踏まえ、次の権限を削除することを決定した。（メニューは「53 権

限」となった。） 
 
 

権限の概要 根拠法令 掲載 

１ 身体障害者手帳の交付 身体障害者福祉法 リスト 

２ 
第二種社会福祉事業（隣保事業）の開始の

届出の受理 
社会福祉法 

メニュー 

リスト 

３ 指定介護療養型医療施設の指定 介護保険法 
メニュー 

リスト 

４ 
改良地区内における土地の形質の変更等の

許可 
住宅地区改良法 

メニュー 

リスト 

５ 
市街地再開発事業における組合の設立及び

個人・会社施行の認可 
都市再開発法 

メニュー 

リスト 

６ 

第一種市街地再開発事業の施行の準備又

は施行に係る測量及び調査のための他人の

土地への立入許可等 

都市再開発法 
メニュー 

リスト 

７ 商工会議所の定款変更の届出の受理等 商工会議所法 
メニュー 

リスト 

８ ばい煙発生施設の設置の届出の受理 大気汚染防止法 リスト 

９ 
公害防止統括者の選任・解任の届出の受理

（一般粉じん発生施設以外のもの） 

特定工場における公害防止

組織の整備に関する法律 
リスト 

10 
ダイオキシン類に係る特定施設の設置の届

出の受理 

ダイオキシン類対策特別措

置法 
リスト 

11 指定事業所の設置の許可 
神奈川 県生活環境 の保全

等に関する条例 
リスト 

12 住宅系地域で禁止される行為の特例の認定 
神奈川 県生活環境 の保全

等に関する条例 
リスト 

 

＜理由＞ 

権限移譲の見直しに係る検討・調整等により、今後の移譲は適切でなくなったた

め。 

 

 

 

 

 



 

 

２ 権限の返還に係る検討対象リストの更新 

令和３年６月に実施した「権限の返還に係る検討対象リストの見直しに向けた調

査」の結果を踏まえ、次の事務を削除することを決定した。（リストは「61 事務」

となった。） 
 

権限の概要 根拠法令 備考 

１ 騒音に係る環境基準の地域類型の指定 騒音規制法 法定 

２ 規制地域の指定 騒音規制法 法定 

３ 規制地域の指定 振動規制法 法定 

４ 規制地域の指定 悪臭防止法 法定 

５ 適合証の交付等 
神奈川県みんなのバリア

フリー街づくり条例 
特例条例 

別表32の18 

６ 
都市計画の決定及び変更のための土地の

試掘等の許可等 
都市計画法 

特例条例 

別表138 

７ 
都市計画法に基づく公聴会の公述申出に

係る書類の受理及び送付 
都市計画公聴会規則 

特例条例 

別表151 

８ 
優良な宅地造成及び優良な住宅新築の認

定 
租税特別措置法 

特例条例 

別表134 

９ 
住宅街区整備事業施行地区内における土

地の形質の変更等の許可等 

大都市地域における住宅

及び住宅地の供給の促進

に関する法律 

特例条例 

別表155 

 

３ 権限の返還に係る令和４年度メニューの決定 

令和３年５月に実施した「権限の返還等に係る意向調査」の結果を踏まえ、県庁

内で調整した結果、令和４年度の権限返還メニューを次のとおりとする。 
 

権限の概要 根拠法令 備考 

１ 指定事業所等に対する措置命令等 
神奈川県生活環境の保全等

に関する条例 

特例条例 

別表 25 

２ 
汚染原因者が特定できない環境汚染発生

時の調査等 

神奈川県生活環境の保全等

に関する条例 

特例条例 

別表30 の２ 

３ 
指定事業所の設置の許可等に係る書類の

受理及び送付 

神奈川県生活環境の保全等

に関する条例 

特例条例 

別表 31 

４ 普通地区内における行為の届出の受理等 自然環境保全条例 
特例条例 

別表21 の２ 

５ 
第二種社会福祉事業（隣保事業に係るも

のに限る）の開始の届出の受理等 
社会福祉法 

特例条例 

別表32 の４ 



 

 

権限の概要 根拠法令 備考 

６ 
産あい物処理業者が設置する焼却場等の

検査等 

えなその他出産に伴う産あ

い物処理業者条例 

特例条例 

別表 94 

７ 
産あい物処理業等の許可等に係る書類の

受理及び送付 

えなその他出産に伴う産あ

い物処理業者条例 

特例条例 

別表 95 

 ※ 事業協同組合等の設立認可等、協業組合の設立認可等については、所管局において 

令和４年度の権限の返還に向けた事務執行体制の整備は困難と判断されたため、返還 
手続を延期 

 

（参考）令和３年度協議会の実施状況 

時期 取組の内容 

３年７月 

○ 第１回協議会の開催（7/28） 

 （議題） 

  ・ 権限移譲について 

  ・ 権限の返還について 

・ 令和３年 地方分権改革に関する提案募集について 

  ・ 令和４年度 専門職員派遣について 

・ 専門人材確保・育成検討部会について 

 （意見交換） 

  ・ 自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画への対応

状況や課題等について 

８月 
○ 令和４年度権限移譲対象項目に係る意向調査（8/5～8/31） 

〇 権限の返還に係る最終的な意向の確認（8/5～8/31） 

12 月 
○ 令和４年度権限の返還に係る事務処理の特例に関する条例の改

正 

４年１月 
○ 権限移譲希望事務に関する調査（1/13～2/16） 

○ 権限返還希望事務に関する調査（1/13～2/16） 

３月 

○ 第２回協議会の書面開催（3/11） 

 （報告事項） 

・ 令和３年度 権限移譲等の取組状況について 

・ 権限移譲について 

・ 権限の返還について 

・ 高圧ガス保安法の権限移譲に係る検討部会について 

・ 専門人材確保・育成検討部会について 

・ 市町村の持続可能な行政サービスの提供に向けた取組状況について 

・ 令和４年 地方分権改革に関する提案募集について 

 


